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地域政策研究センター

2010年3月　「県民のシンクタンク／地域政策研究センター（仮称）」に係る準備委員会の発足

2011年3月　3.11東日本大震災の発生

2011年4月　地域政策研究センターの設立 初代センター長に総合政策学部 豊島正幸が就任

　　　　　　　震災復興研究部門を設置

2011年9月　震災復興研究15課題を開始（2013年3月まで）

2012年7月　地域協働研究（教員提案型）を開始

2012年8月　地域協働研究（地域提案型）を開始

2013年4月　2代目センター長に宮古短期大学部 植田眞弘が就任

2013年5月　震災復興研究を地域協働研究（教員提案型）に統合

2013年6月　調査研究体制を震災復興研究部門・地域社会研究部門・地域マネジメント研究部門の3部門体制に改編

2013年9月　いわて県民交流センター（アイーナ）を会場に、第1回研究成果発表会を開催

2014年6月　東日本大震災津波からの復興加速化プロジェクト研究を開始

2015年3月　地方創生支援チーム設立

2017年4月　地域協働研究（教員提案型）を廃止し、ステージⅠ、ステージⅡを開始

2018年4月　3代目センター長に総合政策学部 渋谷晃太郎が就任

本センターの歩み

令和元年度
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内容を転載される場合は、必ずご連絡ください。　※研究代表者の所属は研究課題採択時のものです。

公立大学法人 岩手県立大学 地域政策研究センター

岩手県立大学　地域政策研究センター 検 索
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Access
●バス［東口バス停②］▶約30～45分

●自家用車▶約30～45分

●IGRいわて銀河鉄道▶約15分［滝沢駅下車・徒歩15分］

盛岡駅から



研究審査･評価委員会

【研究課題の審査・採択・評価】

　岩手県立大学は令和元年開学から21年を経過、新たな取り組みとして国連のアカデミックインパ

クトにコミットしました。開学以来建学の理念である自然、科学、人間が調和した新たな時代の創造

を願い、地域に根ざした「実学・実践」による教育・研究や地域貢献活動を推進し、「岩手県民

のためのシンクタンク」としての機能の強化など、地域に根ざした大学として着実に成果を上げてま

いりましたが、今後は、新たに国際的な視点からの取組を進めていくこととしております。

　当センターは本学のこうした「県民のシンクタンク」としての機能をより充実・強化させるために、

東日本大震災発生直後の2011年4月に設置されました。設置以来、被災地にある公立大学の使

命として、研究を通じて復興を促進させる「東日本大震災津波からの復興加速化プロジェクト」に

取り組むほか、地域のニーズに対応した「地域協働研究」を積極的に取り組んでまいりました。

　2017年度からは当センター発足以来取組んできた、地域から寄せられた課題を解決するための「方策を策定」する調査研

究を「ステージⅠ」とし、さらに策定された方策を、実際に地域に活用（実装）する活動を支援する「ステージⅡ（研究成果実装）」

を導入しました。今後、こうした具体的なアウトカムを求めた調査研究活動を拡大してまいります。

　さらに、新岩手県総合計画及びSDGs（国連持続可能な開発目標）では、わが国の中でも先行して人口減少、少子高齢

化が進む岩手県の現状を踏まえ、東日本大震災の教訓を活かしつつ、誰一人取り残さず、幸福で持続可能な地域社会を構築

するための取組を進めることが求められています。当センターとしても、これまでの地域のニーズに対応する研究を進めることはも

とより、新岩手県総合計画及びSDGsを達成するための未来志向の地域政策を進めるための努力を続けてまいります。皆様方

のご理解とご協力をお願いいたします。

岩手県立大学地域政策研究センター長　渋谷　晃太郎

地域政策研究センター長あいさつ

令和元年度地域政策研究センターの体制

審査・評価

震災復興研究部門（部門長　小川晃子［社会福祉学部 教授］）

地域政策研究センター運営会議

センター長　渋谷晃太郎

［総合政策学部 教授］

コーディネーター

研究部門長及び特任教員

事務局職員

（研究・地域連携室）

●地域課題の発掘

●専門的教員の探索

●地域課題と研究シーズのマッチング

●研究プロジェクトの創出･推進

●研究成果の実装支援

●地域課題解決を担う人材の育成

コーディネート機能

地方創生支援チームの活動

●プロジェクト推進のための連絡調整
●プロジェクト間の連携、外部資金獲得の可能性検討連携･協力

●地域協働研究の実施

●学外資金を活用した研究プロジェクト

　の推進

●研究成果の地域還元

※3つの研究部門は、センターが推進

　する研究の方向性を整理するもの

プロジェクト研究活動

調査・研究

企画・連絡調整

　人口減少対策が喫緊かつ重要な課題となっており、平成26年11月に制定・施行された「まち・ひと・しご

と創生法」に基づき、全自治体は、その地域の人口の長中期の将来展望を提示する「人口ビジョン」と、その

実現のため、産業実態等を踏まえた平成31年度までの５ヵ年の政策目標や施策を示す「総合戦略」の策定に努

めるものとされました。

　本学は県民のシンクタンク機能も期待されて設立された大学であること、地域政策研究センターには市町村や

NPO等と連携して地域課題の解決に取り組んできた実績があること等から、当センター内に「地方創生支援チー

ム」を設置し、一層の機能強化を図りながら、岩手県内市町村の地域創生の取組を支援してきたところです。

　平成27年度は「人口ビジョン」と「総合戦略」の策定を、平成28年度からは総合戦略等の推進を支援して

おります。
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る「人口ビジョン」を実現

するための「総合戦略」

を策定し実施

高校生及び現役世代を対象とした地域福祉課題解決プログラム

構築に関する調査研究

移住・定住推進を図るための住民異動状況及び関連データを活用

した新たな分析手法の検討

奥州市における人口ビジョンおよび総合戦略の策定
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東日本大震災津波の被災地､被災者のニーズに対応した諸課題を調査研究する部門

1

地域社会研究部門（部門長　新田義修［総合政策学部 准教授］）

住民､環境､文化､歴史､観光､健康､福祉などの観点から地域がかかえている長期的･
構造的な諸問題を調査研究する部門

2

地域マネジメント研究部門（部門長　渋谷晃太郎［総合政策学部 教授］）

行政課題に対応した「まちづくり・地域づくり」を法、制度､政策などの観点から調査研究する部門

①地方創生支援チーム　（リーダー　渋谷晃太郎　［総合政策学部　教授］）
②盛岡市まちづくり研究所　（所長　倉原宗孝［総合政策学部 教授］）

3

調査･研究体制
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研究審査･評価委員会

【研究課題の審査・採択・評価】

　岩手県立大学は令和元年開学から21年を経過、新たな取り組みとして国連のアカデミックインパ

クトにコミットしました。開学以来建学の理念である自然、科学、人間が調和した新たな時代の創造

を願い、地域に根ざした「実学・実践」による教育・研究や地域貢献活動を推進し、「岩手県民

のためのシンクタンク」としての機能の強化など、地域に根ざした大学として着実に成果を上げてま

いりましたが、今後は、新たに国際的な視点からの取組を進めていくこととしております。

　当センターは本学のこうした「県民のシンクタンク」としての機能をより充実・強化させるために、

東日本大震災発生直後の2011年4月に設置されました。設置以来、被災地にある公立大学の使

命として、研究を通じて復興を促進させる「東日本大震災津波からの復興加速化プロジェクト」に

取り組むほか、地域のニーズに対応した「地域協働研究」を積極的に取り組んでまいりました。

　2017年度からは当センター発足以来取組んできた、地域から寄せられた課題を解決するための「方策を策定」する調査研

究を「ステージⅠ」とし、さらに策定された方策を、実際に地域に活用（実装）する活動を支援する「ステージⅡ（研究成果実装）」

を導入しました。今後、こうした具体的なアウトカムを求めた調査研究活動を拡大してまいります。

　さらに、新岩手県総合計画及びSDGs（国連持続可能な開発目標）では、わが国の中でも先行して人口減少、少子高齢

化が進む岩手県の現状を踏まえ、東日本大震災の教訓を活かしつつ、誰一人取り残さず、幸福で持続可能な地域社会を構築

するための取組を進めることが求められています。当センターとしても、これまでの地域のニーズに対応する研究を進めることはも

とより、新岩手県総合計画及びSDGsを達成するための未来志向の地域政策を進めるための努力を続けてまいります。皆様方

のご理解とご協力をお願いいたします。

岩手県立大学地域政策研究センター長　渋谷　晃太郎

地域政策研究センター長あいさつ

令和元年度地域政策研究センターの体制

審査・評価

震災復興研究部門（部門長　小川晃子［社会福祉学部 教授］）

地域政策研究センター運営会議

センター長　渋谷晃太郎

［総合政策学部 教授］

コーディネーター

研究部門長及び特任教員

事務局職員

（研究・地域連携室）

●地域課題の発掘

●専門的教員の探索

●地域課題と研究シーズのマッチング

●研究プロジェクトの創出･推進

●研究成果の実装支援

●地域課題解決を担う人材の育成

コーディネート機能

地方創生支援チームの活動

●プロジェクト推進のための連絡調整
●プロジェクト間の連携、外部資金獲得の可能性検討連携･協力

●地域協働研究の実施

●学外資金を活用した研究プロジェクト

　の推進

●研究成果の地域還元

※3つの研究部門は、センターが推進

　する研究の方向性を整理するもの

プロジェクト研究活動

調査・研究

企画・連絡調整

　人口減少対策が喫緊かつ重要な課題となっており、平成26年11月に制定・施行された「まち・ひと・しご

と創生法」に基づき、全自治体は、その地域の人口の長中期の将来展望を提示する「人口ビジョン」と、その

実現のため、産業実態等を踏まえた平成31年度までの５ヵ年の政策目標や施策を示す「総合戦略」の策定に努

めるものとされました。

　本学は県民のシンクタンク機能も期待されて設立された大学であること、地域政策研究センターには市町村や

NPO等と連携して地域課題の解決に取り組んできた実績があること等から、当センター内に「地方創生支援チー

ム」を設置し、一層の機能強化を図りながら、岩手県内市町村の地域創生の取組を支援してきたところです。

　平成27年度は「人口ビジョン」と「総合戦略」の策定を、平成28年度からは総合戦略等の推進を支援して

おります。
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本学との共同研究を通して、県内自治体の「人口ビジョン」と「総合戦略」の推進を支援
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を策定し実施

高校生及び現役世代を対象とした地域福祉課題解決プログラム

構築に関する調査研究

移住・定住推進を図るための住民異動状況及び関連データを活用

した新たな分析手法の検討

奥州市における人口ビジョンおよび総合戦略の策定
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東日本大震災津波の被災地､被災者のニーズに対応した諸課題を調査研究する部門

震災
1

地域社会研究部門（部門長　新田義修［総合政策学部 准教授］）

住民､環境､文化､歴史､観光､健康､福祉などの観点から地域がかかえている長期的･
構造的な諸問題を調査研究する部門

地域
2

地域マネジメント研究部門（部門長　渋谷晃太郎［総合政策学部 教授］）

行政課題に対応した「まちづくり・地域づくり」を法、制度､政策などの観点から調査研究する部門

①地方創生支援チーム　（リーダー　渋谷晃太郎　［総合政策学部　教授］）
②盛岡市まちづくり研究所　（所長　倉原宗孝［総合政策学部 教授］）

地域
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調査･研究体制
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地域協働研究について

　地域政策研究センターでは、岩手県内の地域団体等を対象に地域が抱える課題を公募し、本学教員とのマッ

チングを経て調査研究を行い、課題解決に向けたプランを策定、さらに、それを地域団体等と協働して実施する

ものを支援して、地域課題の早期解決につなげることを目的として「地域協働研究」を実施しています。

　本プログラムでは、地域課題を解決するために実施した研究成果を地域社会へ実用化・普及を進めようとする

過程において、２つの段階を支援します。

ステージⅠ ステージⅡ

支援対象

研 究 費

研究期間

【課題解決プラン策定段階】

　地域課題を解決する方策を策定する

ための調査研究を支援

【研究成果実装段階】

　地域課題を解決するために実施した

本学の調査研究の成果を実際に地域に

活用する活動を支援

１課題あたり上限３０万円

単年度(採択日～当該年度末)

１課題あたり上限１００万円／年

２ヵ年度(採択日～翌年度末)

地域協働研究を活用した地域課題解決の流れ

⑤審査

⑦地域協働研究の
　実施

⑥採択④申請

③マッチング

学
外
資
金
の
活
用

②専門的教員の探索

プロジェクト推進のための連絡・調整

プロジェクト間の連携、
外部資金獲得
の可能性を検討

研究審査・評価委員会

地域課題 研究シーズ

地域政策研究センター

研究プロジェクトの
企画・提案

【地域団体】

自治体、NPO、

企業など

【県立大学】

●看護学部

●社会福祉学部

●ソフトウェア情報学部

●総合政策学部

●高等教育推進センター

●盛岡短期大学部

●宮古短期大学部

①課題の発掘

地域協働研究

事　例

29-Ⅰ-10 「滝沢森林公園における農耕馬を活用した利用の

ありかたに関する研究」

《要　旨》

　本研究では、滝沢森林公園の活用方策の1つとして農耕

馬等の活用よるホーストレッキング、馬搬等の実施可能性

を、全国の森林公園における活用事例の調査や、森林公

園の施設、管理状況、規則等を調査し、乗馬道として活用

可能性があるか検証した。その結果、現状では管理上の規

則により直ちには馬の導入は困難と考えられるが、施設に

ついては乗馬道として活用可能な道路があることが明らか

となった。

課題提案者：NPO法人乗馬とアニマルセラピーを考える会（馬っこパーク・いわて）

研究代表者：総合政策学部　渋谷晃太郎

H29地域協働研究（ステージⅠ）

H29-Ⅰ-12「地域包括ケアシステムの評価に関する研究」

《要　旨》

　本研究は、多様な地域の実情を踏まえた岩手県の市町

村等介護保険者（以下、市町村）の地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた取組状況を客観的に評価するため、シス

テムの構成要素である「医療・介護・予防・住まい・生

活支援」の指標（項目）の設定や評価手法を確立し、県

内市町村での活用により市町村の地域実情に応じたシステ

ムの構築に資することを目的として行った。

　そのため、平成29年度は、ステージⅠ（課題解決プラン

策定ステージ）と位置付け、①研究会を定期的に開催し、

県内市町村の取組状況及び課題の把握等を行い、②評価に

先進的に取組む広島県の取組状況を実地調査し、その成

果と課題を分析し、さらには、③システム構成要素の１つで

ある「生活支援」に関連する評価項目を試作し、それに基

づき2市町で実地ヒアリングを行った。加えて、④これらの

結果を岩手県が主催する「岩手県地域包括ケア推進会議」

に報告し、本研究の県行政内でのオーソライズと政策形成

過程へ関与を進め、会議構成員である医療・介護・福祉

等の関係者から広く意見を聴取した。こうした取組を通じ

て、岩手県の実情に合ったシステムの評価について、検討、

考察を深め、システム評価のため指標や評価手法の確立へ

向けての一定の成果を得た。

課題提案者：岩手県

研究代表者：社会福祉学部　齋藤昭彦

研究チーム員：鈴木力雄、佐藤哲郎、柏葉英美（社会福祉学部）、森昌弘（岩手県保健福祉部長寿社会課）

研究関与者：阿部真治（岩手県保健福祉部地域福祉課）、小野寺嘉明、玉山公一（いきいき岩手支援財団高齢者総合相談センター）

H29地域協働研究（ステージⅠ）
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図　プログラム評価で活用されるロジックモデル

写真　乗馬道候補管理道 図　乗馬道計画案
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ものを支援して、地域課題の早期解決につなげることを目的として「地域協働研究」を実施しています。
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過程において、２つの段階を支援します。
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　地域課題を解決する方策を策定する

ための調査研究を支援

【研究成果実装段階】

　地域課題を解決するために実施した

本学の調査研究の成果を実際に地域に

活用する活動を支援

１課題あたり上限３０万円

単年度(採択日～当該年度末)

１課題あたり上限１００万円／年

２ヵ年度(採択日～翌年度末)
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の可能性を検討
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地域課題 研究シーズ

地域政策研究センター

研究プロジェクトの
企画・提案

【地域団体】

自治体、NPO、

企業など

【県立大学】

●看護学部

●社会福祉学部

●ソフトウェア情報学部

●総合政策学部

●高等教育推進センター

●盛岡短期大学部

●宮古短期大学部

①課題の発掘

地域協働研究

事　例

29-Ⅰ-10 「滝沢森林公園における農耕馬を活用した利用の

ありかたに関する研究」

《要　旨》

　本研究では、滝沢森林公園の活用方策の1つとして農耕

馬等の活用よるホーストレッキング、馬搬等の実施可能性

を、全国の森林公園における活用事例の調査や、森林公

園の施設、管理状況、規則等を調査し、乗馬道として活用

可能性があるか検証した。その結果、現状では管理上の規

則により直ちには馬の導入は困難と考えられるが、施設に

ついては乗馬道として活用可能な道路があることが明らか

となった。

課題提案者：NPO法人乗馬とアニマルセラピーを考える会（馬っこパーク・いわて）

研究代表者：総合政策学部　渋谷晃太郎

H29地域協働研究（ステージⅠ）

H29-Ⅰ-12「地域包括ケアシステムの評価に関する研究」

《要　旨》

　本研究は、多様な地域の実情を踏まえた岩手県の市町

村等介護保険者（以下、市町村）の地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた取組状況を客観的に評価するため、シス

テムの構成要素である「医療・介護・予防・住まい・生

活支援」の指標（項目）の設定や評価手法を確立し、県

内市町村での活用により市町村の地域実情に応じたシステ

ムの構築に資することを目的として行った。

　そのため、平成29年度は、ステージⅠ（課題解決プラン

策定ステージ）と位置付け、①研究会を定期的に開催し、

県内市町村の取組状況及び課題の把握等を行い、②評価に

先進的に取組む広島県の取組状況を実地調査し、その成

果と課題を分析し、さらには、③システム構成要素の１つで

ある「生活支援」に関連する評価項目を試作し、それに基

づき2市町で実地ヒアリングを行った。加えて、④これらの

結果を岩手県が主催する「岩手県地域包括ケア推進会議」

に報告し、本研究の県行政内でのオーソライズと政策形成

過程へ関与を進め、会議構成員である医療・介護・福祉

等の関係者から広く意見を聴取した。こうした取組を通じ

て、岩手県の実情に合ったシステムの評価について、検討、

考察を深め、システム評価のため指標や評価手法の確立へ

向けての一定の成果を得た。

課題提案者：岩手県

研究代表者：社会福祉学部　齋藤昭彦

研究チーム員：鈴木力雄、佐藤哲郎、柏葉英美（社会福祉学部）、森昌弘（岩手県保健福祉部長寿社会課）

研究関与者：阿部真治（岩手県保健福祉部地域福祉課）、小野寺嘉明、玉山公一（いきいき岩手支援財団高齢者総合相談センター）
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地域協働研究

事　例

地域協働研究

事　例

H29-Ⅰ-23「中山間地域における、外部資源を活用した地域の生活支援

ニーズ・シーズのマッチングシステム構築のための基礎的調査研究」

《要　旨》

　本研究では、過疎高齢化の進んだ中山間地域である岩

手県奥州市北股地区をフィールドとし、住民の生活ニーズ

（支援して欲しい・手伝って欲しい）とシーズ（支援できる・

手伝える）のマッチング条件を探るために、６集落の現状

と課題を明らかにすることを目的とした。調査結果をもとに、

報告会の機会を設け、

地域における生活課題

を住民と共有し、住民

による問題解決能力の

醸成を図った。

課題提案者：北股地区振興会

研究代表者：社会福祉学部　庄司知恵子

研究チーム員：菅野道生（副代表・社会福祉学部）、阿部睦雄（北股地区振興会会長）、佐藤清水（北股地区振興会事務局長）

H29地域協働研究（ステージⅠ）

Ｈ29-Ⅱ-04「バーチャルリアリティを活用した九戸城の可視化に関する研究」

《要　旨》

　二戸市と岩手県立大学ソフトウェア情報学部の地域共同

研究の一環として，バーチャルリアリティ (Virtual 

Reality; VR) を活用して九戸城の再現および可視化を試

みたものである．九戸城は，平成29年４月６日に「続日

本100名城」として選ばれており，産業振興のための観

光資源として整備が進められている．そのため，これまで

試作した九戸城の3Dモデルの

細部を改善する必要があるとと

もに，新たな発掘調査により明

らかになった歴史的建造物の可

視化と今後さらなる発見に応じ

てVRを更新する持続的な仕組

みを検討する必要がある．本研

究では，平成29年度～ 30年

度まで，歴史専門家や九戸城ボ

ランティアガイドと議論しなが

ら，多くの九戸城の細部を３次

元化し，九戸城エントランス広

場にてジオラマや拡張現実(Augmented Reality; AR)，

そしてVR空間上で体験できるようにした．一方，構築した

VRのコンテンツの一部をインターネットで公開し，ウェブ

ブラウザを通じて遠方の方によるVR体験もできるようにし

た．最後に，本研究で製作した3Dコンテンツを全国の城

データベースに統合できるようにし，より多くの方々に九戸

城に関する情報を提供することを目指している．

課題提案者：二戸市

研究代表者：ソフトウェア情報学部 プリマ オキ ディッキ アルディアンシャー

研究チーム員：伊藤 久祥（ソフトウェア情報学部）、田山 裕之・五日市 知之（二戸市産業振興部商工観光流通課）、

　　　　　　柴田 知二（二戸市教育委員会文化財課）

H29地域協働研究（ステージⅡ）

H29-Ⅰ-16「地域住民との協働による絶滅危惧種タナゴの

生息池外保全の試行」

《要　旨》

　絶滅危惧魚類であるタナゴの生息池が、利用停止により

埋め立てられる。そこで、本研究では、地域住民らとの協

働により、試行しながら本種の保全対策を検討した。その

結果、１）生息池における本種の生息数減少、２）造成し

た保全池（中）・水路における二枚貝類の越冬・生息、３）

造成した保全池（大）における新規侵入水生動物の存在を

それぞれ確認した。今後は、これらの知見を生かして、生

息池からの本格的な移植を実施する。

課題提案者：農業組合法人農の未来　武道

研究代表者：総合政策学部　鈴木正貴

研究チーム員：辻　盛生（総合政策学部）、竹田浩久（農の未来　武道）

H29地域協働研究（ステージⅠ）

H29-Ⅰ-19「中心市街地の活性化に向けた市民の連携と

地域資源の活用に関する実践研究」

《要　旨》

　本研究では、宮古市中心市街地の活性化を目指して、「ま

ちづくり市民会議season3（第3期）」の活動を実施した。

6月から9月までの間に市民参加のワークショップを4回実

施し、宮古市中心市街地活性化のためのアイディアを実現

するための作業を行った。10月15日には、自分達が考え

たアイディアを実践するイベント「みやこ・わくわくストリー

ト2017」を開催、多くの市民の方々に参加していただい

た。11月には、振り返りのワークショップを行い、次年度

の活動に向けて、成果と課題を共有した。

　平成29年度の地域協働研究では、過去2年間の活動に

「連携」と「地域資源」という視点を加えて取り組んだ。

その結果、市民（グループ等）や事業者との連携の拡大

を実現できた。また、まちなかに存在する伝統的な旧家の

土蔵などの活用により、これらの地域資源が賑わいの核と

なりうる可能性が示唆された。

課題提案者：宮古市企画部復興推進課

研究代表者：盛岡短期大学部　内田信平

研究チーム員：岩間健、加藤敏也（宮古市企画部復興推進課）

研究関与者（パートナー）：北原啓司（弘前大学教育学部）

H29地域協働研究（ステージⅠ）

図　北股地区における生活支援ニーズとシーズ状況
写真　外の沢行政区での聞き取り調査の様子（平成29年9月7日）

写真　関係者に向けた九戸城跡のVRの説明会

図　ウェブブラウザ上での

九戸城3Dコンテンツ

表　生息池におけるタナゴの個体数推定 写真　各保全池の空中写真

保全池（大）

保全池（中）

保全池（小）

令和元年度　地域政策研究センター 7

地域協働研究

事　例

地域協働研究

事　例
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ニーズ・シーズのマッチングシステム構築のための基礎的調査研究」

《要　旨》

　本研究では、過疎高齢化の進んだ中山間地域である岩

手県奥州市北股地区をフィールドとし、住民の生活ニーズ

（支援して欲しい・手伝って欲しい）とシーズ（支援できる・

手伝える）のマッチング条件を探るために、６集落の現状

と課題を明らかにすることを目的とした。調査結果をもとに、

報告会の機会を設け、

地域における生活課題

を住民と共有し、住民

による問題解決能力の

醸成を図った。

課題提案者：北股地区振興会

研究代表者：社会福祉学部　庄司知恵子

研究チーム員：菅野道生（副代表・社会福祉学部）、阿部睦雄（北股地区振興会会長）、佐藤清水（北股地区振興会事務局長）

H29地域協働研究（ステージⅠ）

Ｈ29-Ⅱ-04「バーチャルリアリティを活用した九戸城の可視化に関する研究」

《要　旨》

　二戸市と岩手県立大学ソフトウェア情報学部の地域共同

研究の一環として，バーチャルリアリティ (Virtual 

Reality; VR) を活用して九戸城の再現および可視化を試

みたものである．九戸城は，平成29年４月６日に「続日

本100名城」として選ばれており，産業振興のための観

光資源として整備が進められている．そのため，これまで

試作した九戸城の3Dモデルの

細部を改善する必要があるとと

もに，新たな発掘調査により明

らかになった歴史的建造物の可

視化と今後さらなる発見に応じ

てVRを更新する持続的な仕組

みを検討する必要がある．本研

究では，平成29年度～ 30年

度まで，歴史専門家や九戸城ボ

ランティアガイドと議論しなが

ら，多くの九戸城の細部を３次

元化し，九戸城エントランス広

場にてジオラマや拡張現実(Augmented Reality; AR)，

そしてVR空間上で体験できるようにした．一方，構築した

VRのコンテンツの一部をインターネットで公開し，ウェブ

ブラウザを通じて遠方の方によるVR体験もできるようにし

た．最後に，本研究で製作した3Dコンテンツを全国の城

データベースに統合できるようにし，より多くの方々に九戸

城に関する情報を提供することを目指している．

課題提案者：二戸市

研究代表者：ソフトウェア情報学部 プリマ オキ ディッキ アルディアンシャー

研究チーム員：伊藤 久祥（ソフトウェア情報学部）、田山 裕之・五日市 知之（二戸市産業振興部商工観光流通課）、

　　　　　　柴田 知二（二戸市教育委員会文化財課）

H29地域協働研究（ステージⅡ）

H29-Ⅰ-16「地域住民との協働による絶滅危惧種タナゴの

生息池外保全の試行」

《要　旨》

　絶滅危惧魚類であるタナゴの生息池が、利用停止により

埋め立てられる。そこで、本研究では、地域住民らとの協

働により、試行しながら本種の保全対策を検討した。その

結果、１）生息池における本種の生息数減少、２）造成し

た保全池（中）・水路における二枚貝類の越冬・生息、３）

造成した保全池（大）における新規侵入水生動物の存在を

それぞれ確認した。今後は、これらの知見を生かして、生

息池からの本格的な移植を実施する。

課題提案者：農業組合法人農の未来　武道

研究代表者：総合政策学部　鈴木正貴

研究チーム員：辻　盛生（総合政策学部）、竹田浩久（農の未来　武道）

H29地域協働研究（ステージⅠ）

H29-Ⅰ-19「中心市街地の活性化に向けた市民の連携と

地域資源の活用に関する実践研究」

《要　旨》

　本研究では、宮古市中心市街地の活性化を目指して、「ま

ちづくり市民会議season3（第3期）」の活動を実施した。

6月から9月までの間に市民参加のワークショップを4回実

施し、宮古市中心市街地活性化のためのアイディアを実現

するための作業を行った。10月15日には、自分達が考え

たアイディアを実践するイベント「みやこ・わくわくストリー

ト2017」を開催、多くの市民の方々に参加していただい

た。11月には、振り返りのワークショップを行い、次年度

の活動に向けて、成果と課題を共有した。

　平成29年度の地域協働研究では、過去2年間の活動に

「連携」と「地域資源」という視点を加えて取り組んだ。

その結果、市民（グループ等）や事業者との連携の拡大

を実現できた。また、まちなかに存在する伝統的な旧家の

土蔵などの活用により、これらの地域資源が賑わいの核と

なりうる可能性が示唆された。

課題提案者：宮古市企画部復興推進課

研究代表者：盛岡短期大学部　内田信平

研究チーム員：岩間健、加藤敏也（宮古市企画部復興推進課）

研究関与者（パートナー）：北原啓司（弘前大学教育学部）

H29地域協働研究（ステージⅠ）

図　北股地区における生活支援ニーズとシーズ状況
写真　外の沢行政区での聞き取り調査の様子（平成29年9月7日）

写真　関係者に向けた九戸城跡のVRの説明会

図　ウェブブラウザ上での

九戸城3Dコンテンツ

表　生息池におけるタナゴの個体数推定 写真　各保全池の空中写真

保全池（大）

保全池（中）

保全池（小）
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地域協働研究

事　例

地域協働研究

事　例

Ｈ30-Ⅰ-11「高齢世代のPHRに向けた健康データ利活用システムのあり方に関する研究」

健康測定・健康相談事業における効率的かつ持続的なツールの開発調査

《要　旨》

　本研究は，健康測定・健康相談事業にICTを導入するこ

とにより，健康測定の効率化と事業参加者の満足度向上を

目指すことを目的としたものである．PHRの構築に向け，

個人の健康データを可視化し，包括管理する新たなツール

を開発した．今回開発したアプリにより，参加した高齢者と

対面した健康測定結果のフィードバックが可能になった．地

域高齢者の健康管理に専門職として効果的に介入すること

で，地域住民の生活の改善，健康の

維持に長期的に寄与する礎ができた．

課題提案者：株式会社ぴーぷる

研究代表者：看護学部　鈴木睦

研究チーム員：千田睦美・小嶋美沙子・菊地昭子・穂積幸子・上林美保子（看護学部）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

H30-Ⅰ-12「若年層の悩みに関する意識調査

―自殺予防を見据えた取組み」

《要　旨》

　岩手県においても自殺者数、自殺死亡率とも全国と同様

の減少傾向が見られているが、若者の自殺率の現象につい

ては横ばいである。これまでの自殺についての対策が若者

には行き届いていない可能性も考えられる。自殺を減少さ

せるためには思い悩んだ際に相談につながることが重要で

あると思われる。本調査では若者の相談手段としての

SNSの可能性を探求することとした。15歳以上40歳未

満の若者1282名からアンケートの協力を受けた。結果、

SNSの利用率は約9割であった。また、悩みがあるときに

誰にも相談しないと回答した割合は約24％で、SNSを使っ

た相談経験については若い世代ほど悩み事についての相談

経験があることがわかった。悩み事があった際に相談でき

る人がいないと回答した若者は72名おり全体の約６％にあ

たる。これらの相談できる人がいない人にとって、他者と

顔を合わせることがなく気軽に相談できる手段としてSNS

は有効であると思われた。

課題提案者：盛岡市保健所

研究代表者：社会福祉学部　川乗賀也

研究チーム員：富澤浩樹（ソフトウエア情報学部)、石井里美・小川文子（盛岡市保健所保健予防課）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

Ｈ30-Ⅰ-05「岩手県の中山間地域における農業を核とした

地域活性化の取組と今後の展開～釜石市橋野地区等を事例として～」

《要　旨》

　本研究では、岩手県立大学総合政策学部吉野研究室と

岩手県農村計画課および沿岸広域振興局農林部が、釜石

市農林課と研究対象地である釜石市橋野町の関係団体の

協力を得て、地域特性を活かした農業生産や加工・販売、

農村交流等の活性化にむけて、学生を交えた現地調査、

ワークショップ、イベント支援活動を実施した。研究活動を

ふまえて、農産物直売所の商品の開発や陳列方式の改善、

収穫感謝祭等のイベントのあり方について提言を行った結

果、地域団体も今後の農業生産活動や加工品開発、イベ

ントのもち方について、今後一層前向きな姿勢で取り組ん

でいく方向で意欲を増進し、実際に生産活動が拡大するな

ど、研究活動が地域活動にプラスのインパクトを与えるこ

とができた。

課題提案者：岩手県

研究代表者：総合政策学部　吉野英岐

研究チーム員：佐藤桂祐（岩手県農林水産部農村計画課）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

H30-Ⅰ-09「人と地域を育む環境市民活動の新たな展開を探る

～まちづくりの観点から持続可能の実現を図る～」

《要　旨》

　「環境」は現在とこれからを生きる私たちにとって非常に

重要なテーマである。同時に地域や社会に貢献すべく行

政・企業など既存主体ではない市民・住民の自主的な活

動が近年いっそう注目されている。一方で、環境というテー

マの今日的なとらえ方を再検討する必要性、また市民活動

の持続的運営などの課題が全国的に伺えよう。本研究の

母体となる奥州めぐみネットは、環境をテーマにして市民

が自発的に取り組んでいる団体だが、発足から約10年を

迎える中で、その持続的運営に向けて、こうした全国同様

の課題を模索している。その中で奥州めぐみネットの今後

の持続的活動に向けた方針や方法を再検討・再構築する

こと、他の同様な団体への示唆を提供することが本研究の

目的である。

課題提案者：奥州市環境市民会議奥州めぐみネット

研究代表者：総合政策学部　倉原宗孝

研究チーム員：若生和江（奥州市環境市民会議奥州めぐみネット代表)、花澤淳（運営委員）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

図　各年代におけるSNSでの相談経験割合

水車小屋全景

写真　測定結果の入力写真　健康測定会場 図　総合診断写真　健康測定・健康相談

水車祭りのにぎわい

水車祭りでの販売支援水車祭りでの販売支援

学生によるポップ学生によるポップ

学生４グループによりそれぞれ異なるテーマ・内容の提案がされた。

めぐみネットからも多くの会員が参加し、自由で積極的な議論が交

わされた。グッズや広報方法など具体的創作物もありすぐに活用し

たい等の感想も出た。

イラスト入りの作成された月ごとのカード、身近な環境を楽しくめぐるための仕掛けとしてのユニークな案山子提

案など、機会あるごとに試してみたい提案があり、ネット会員と提案者（学生）との議論も弾んだ。

《要　旨》

　「環境」は現在とこれからを生きる私たちにとって非常に

重要なテーマである。同時に地域や社会に貢献すべく行政・

企業など既存主体ではない市民・住民の自主的な活動が

近年いっそう注目されている。一方で、環境というテーマ

の今日的なとらえ方を再検討する必要性、また市民活動の

持続的運営などの課題が全国的に伺えよう。本研究の母体

となる奥州めぐみネットは、環境をテーマにして市民が自

発的に取り組んでいる団体だが、発足から約10年を迎え

る中で、その持続的運営に向けて、こうした全国同様の課

題を模索している。その中で奥州めぐみネットの今後の持

続的活動に向けた方針や方法を再検討・再構築すること、

他の同様な団体への示唆を提供することが本研究の目的

である。

図　配布されたこころの健康相談カードQRコード

　【平成31年１月　539件のアクセス（前年同月249件）】
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地域協働研究

事　例

Ｈ30-Ⅰ-11「高齢世代のPHRに向けた健康データ利活用システムのあり方に関する研究」

健康測定・健康相談事業における効率的かつ持続的なツールの開発調査

《要　旨》

　本研究は，健康測定・健康相談事業にICTを導入するこ

とにより，健康測定の効率化と事業参加者の満足度向上を

目指すことを目的としたものである．PHRの構築に向け，

個人の健康データを可視化し，包括管理する新たなツール

を開発した．今回開発したアプリにより，参加した高齢者と

対面した健康測定結果のフィードバックが可能になった．地

域高齢者の健康管理に専門職として効果的に介入すること

で，地域住民の生活の改善，健康の

維持に長期的に寄与する礎ができた．

課題提案者：株式会社ぴーぷる

研究代表者：看護学部　鈴木睦

研究チーム員：千田睦美・小嶋美沙子・菊地昭子・穂積幸子・上林美保子（看護学部）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

H30-Ⅰ-12「若年層の悩みに関する意識調査

―自殺予防を見据えた取組み」

《要　旨》

　岩手県においても自殺者数、自殺死亡率とも全国と同様

の減少傾向が見られているが、若者の自殺率の現象につい

ては横ばいである。これまでの自殺についての対策が若者

には行き届いていない可能性も考えられる。自殺を減少さ

せるためには思い悩んだ際に相談につながることが重要で

あると思われる。本調査では若者の相談手段としての

SNSの可能性を探求することとした。15歳以上40歳未

満の若者1282名からアンケートの協力を受けた。結果、

SNSの利用率は約9割であった。また、悩みがあるときに

誰にも相談しないと回答した割合は約24％で、SNSを使っ

た相談経験については若い世代ほど悩み事についての相談

経験があることがわかった。悩み事があった際に相談でき

る人がいないと回答した若者は72名おり全体の約６％にあ

たる。これらの相談できる人がいない人にとって、他者と

顔を合わせることがなく気軽に相談できる手段としてSNS

は有効であると思われた。

課題提案者：盛岡市保健所

研究代表者：社会福祉学部　川乗賀也

研究チーム員：富澤浩樹（ソフトウエア情報学部)、石井里美・小川文子（盛岡市保健所保健予防課）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

Ｈ30-Ⅰ-05「岩手県の中山間地域における農業を核とした

地域活性化の取組と今後の展開～釜石市橋野地区等を事例として～」

《要　旨》

　本研究では、岩手県立大学総合政策学部吉野研究室と

岩手県農村計画課および沿岸広域振興局農林部が、釜石

市農林課と研究対象地である釜石市橋野町の関係団体の

協力を得て、地域特性を活かした農業生産や加工・販売、

農村交流等の活性化にむけて、学生を交えた現地調査、

ワークショップ、イベント支援活動を実施した。研究活動を

ふまえて、農産物直売所の商品の開発や陳列方式の改善、

収穫感謝祭等のイベントのあり方について提言を行った結

果、地域団体も今後の農業生産活動や加工品開発、イベ

ントのもち方について、今後一層前向きな姿勢で取り組ん

でいく方向で意欲を増進し、実際に生産活動が拡大するな

ど、研究活動が地域活動にプラスのインパクトを与えるこ

とができた。

課題提案者：岩手県

研究代表者：総合政策学部　吉野英岐

研究チーム員：佐藤桂祐（岩手県農林水産部農村計画課）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

H30-Ⅰ-09「人と地域を育む環境市民活動の新たな展開を探る

～まちづくりの観点から持続可能の実現を図る～」

《要　旨》

　「環境」は現在とこれからを生きる私たちにとって非常に

重要なテーマである。同時に地域や社会に貢献すべく行

政・企業など既存主体ではない市民・住民の自主的な活

動が近年いっそう注目されている。一方で、環境というテー

マの今日的なとらえ方を再検討する必要性、また市民活動

の持続的運営などの課題が全国的に伺えよう。本研究の

母体となる奥州めぐみネットは、環境をテーマにして市民

が自発的に取り組んでいる団体だが、発足から約10年を

迎える中で、その持続的運営に向けて、こうした全国同様

の課題を模索している。その中で奥州めぐみネットの今後

の持続的活動に向けた方針や方法を再検討・再構築する

こと、他の同様な団体への示唆を提供することが本研究の

目的である。

課題提案者：奥州市環境市民会議奥州めぐみネット

研究代表者：総合政策学部　倉原宗孝

研究チーム員：若生和江（奥州市環境市民会議奥州めぐみネット代表)、花澤淳（運営委員）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

図　各年代におけるSNSでの相談経験割合

水車小屋全景

写真　測定結果の入力写真　健康測定会場 図　総合診断写真　健康測定・健康相談

水車祭りのにぎわい

水車祭りでの販売支援水車祭りでの販売支援

学生によるポップ学生によるポップ

学生４グループによりそれぞれ異なるテーマ・内容の提案がされた。

めぐみネットからも多くの会員が参加し、自由で積極的な議論が交

わされた。グッズや広報方法など具体的創作物もありすぐに活用し

たい等の感想も出た。

イラスト入りの作成された月ごとのカード、身近な環境を楽しくめぐるための仕掛けとしてのユニークな案山子提

案など、機会あるごとに試してみたい提案があり、ネット会員と提案者（学生）との議論も弾んだ。

《要　旨》

　「環境」は現在とこれからを生きる私たちにとって非常に

重要なテーマである。同時に地域や社会に貢献すべく行政・

企業など既存主体ではない市民・住民の自主的な活動が

近年いっそう注目されている。一方で、環境というテーマ

の今日的なとらえ方を再検討する必要性、また市民活動の

持続的運営などの課題が全国的に伺えよう。本研究の母体

となる奥州めぐみネットは、環境をテーマにして市民が自

発的に取り組んでいる団体だが、発足から約10年を迎え

る中で、その持続的運営に向けて、こうした全国同様の課

題を模索している。その中で奥州めぐみネットの今後の持

続的活動に向けた方針や方法を再検討・再構築すること、

他の同様な団体への示唆を提供することが本研究の目的

である。

図　配布されたこころの健康相談カードQRコード

　【平成31年１月　539件のアクセス（前年同月249件）】
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地域協働研究

事　例

H30-Ⅰ-16「外国人の医療環境整備へ向けた取組に関する研究」

《要　旨》

　北上市における外国人の医療環境整備を目的として、県

立中部病院、北上市国際交流協会および北上市健康増進

課福祉保健係の協力を得て、「外国人向け医療環境整備構

想共有会」を実施した。今後、医療機関、保健所、国際

交流協会が連携し、外国人女性の出産と子どもの受診に対

応することを確認したほか、市が主体となり、医療通訳者

の派遣・配置・養成について、実現可能な仕組みを作り上

げることを確認した。北上市より国際都市推進きたかみ市

民会議意見聴取会において、参加者に対し、医療通訳制度

の必要性や各地の医療通訳システムの在り様について、資

料とともに説明した。

課題提案者：北上市

研究代表者：盛岡短期大学部　石橋敬太郎

研究チーム員：吉原秋・熊本早苗（盛岡短期大学部)、細越久美子（社会福祉学部)、アンガホッファ司寿子（看護学部)、

　　　　　　蛎﨑奈津子（岩手医科大学看護学部）八重樫信治・金田仁（北上市まちづくり部生涯学習文化課）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

Ｈ30-Ⅰ-17「史跡・名勝等のデジタルアーカイブ技術の確立と

自動図面作成」

《要　旨》

　本研究では、盛岡市にある「南昌荘」、「旧南部氏別邸

庭園」に対して、上空からのドローンによる高解像度カメ

ラ撮影と地上からのレーザ計測を行い、座標情報と色情報

を有した点群データを取得する。双方の点群データは

GNSSで計測した複数マーカー群を用いて座標補正する。

次にこれらの点群データから土木・建築で使用される図面

データを作成する。点群データから図面データを生成する

ために、点群データのノイズ除去などのフィルタリング、

図面上への点群データの投影、点群データから角や頂点な

どの特徴点を抽出して、線分への変換を行う。

課題提案者：株式会社TOKU/PCM

研究代表者：ソフトウェア情報学部　土井章男

研究チーム員：榊原健二・細川智徳（株式会社TOKU/PCM)、原田昌大氏（㈱タックエンジニアリング）

　　　　　　高志毅（岩手県立大学）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

過去の採択課題一覧

写真　構想共有会の様子

図　旧南部氏別邸の点群データ 図　池の周りの石のワイヤーフレーム重曹表示

平成29年度　地域協働研究

◆ステージⅠ　【平成29年6月～平成30年3月】

◆ステージⅡ　【研究期間：平成29年6月～平成31年3月】

研究課題名 研究部門 課題提案者
研究代表者

所属 氏名

H29Ⅰ01 史跡や文化財の国際化対応 地域社会研究 盛岡市教育委員会 盛岡短期大学部 松本　博明

H29Ⅰ02
台風10号災害からの復興に向けた農業を核とした
地域活性化の取組～釜石市橋野地区を事例として～

地域社会研究 岩手県農林水産部農村計画課 総合政策学部 吉野　英岐

H29Ⅰ03 釜石市中心市街地の再生にむけた商店街活性化の研究 震災復興 産業経済分野 釜石市産業振興部商業観光課 総合政策学部 吉野　英岐

H29Ⅰ04
一関における発達障がい児に対する支援システ
ムの課題と社会資源の連携に関する調査研究

地域社会研究
NPO法人子育て支援
いっすね

社会福祉学部 佐藤　匡仁

H29Ⅰ05
岩手県における被疑・被告段階の高齢者・障
害者に対する「入口支援」の地域協働システ
ムのあり方に関する調査研究

地域マネジメント研究
一般社団法人かんな社会事
業事務所

社会福祉学部 田中　尚

H29Ⅰ06 定住自立圏構想推進 地域マネジメント研究 一関市市長公室政策企画課 総合政策学部 山本　健

H29Ⅰ07 市民参加による木賊川遊水地の希少生物緊急保全対策 地域社会研究 たきざわ環境パートナー会議 総合政策学部 辻　盛生

H29Ⅰ08 地域包括ケアシステムに対応した厚生事業の展開 地域社会研究 岩手県厚生農業協同組合連合会 社会福祉学部 狩野　徹

H29Ⅰ09 重茂半島の海と陸を経由するエコツアー・コースの開発 震災復興 産業経済分野 野崎産業 総合政策学部 平塚　明

H29Ⅰ10
滝沢森林公園における農耕馬を活用した利用
のありかたに関する研究

地域社会研究
NPO法人乗馬とアニマルセ
ラピーを考える会

総合政策学部 渋谷　晃太郎

H29Ⅰ11 空き家を活用した低コスト改修計画における断熱の提案 地域社会研究 花巻市地域振興部定住推進課 盛岡短期大学部 松村　光太郎

H29Ⅰ12 地域包括ケアシステムの評価に関する研究 地域マネジメント研究 岩手県保健福祉部長寿社会課 社会福祉学部 齋藤　昭彦

H29Ⅰ13 外国人の医療環境整備へ向けた取組に関する研究 地域社会研究 北上市まちづくり部生涯学習文化課 盛岡短期大学部 石橋　敬太郎

H29Ⅰ14
三陸地域における観光の地域経済への波及効
果のための産業連関表の作成

震災復興 産業経済分野 公益財団法人さんりく基金 総合政策学部 ティー・キャンヘーン

H29Ⅰ15
３Dプリンタによる景勝地（ジオポイント）、
山王岩と津波石のモデル作成と活用

震災復興 暮らしの分野
NPO法人立ち上がるぞ!
宮古市田老

ソフトウェア
情報学部

土井　章男

H29Ⅰ16
地域住民との協働による絶滅危惧種タナゴの
生息地外保全の試行

地域社会研究
農事組合法人農の未来　
武道

総合政策学部 鈴木　正貴

H29Ⅰ17
史跡・名勝等のメディアシステムによる記録
保存活用

地域社会研究 盛岡市教育委員会
ソフトウェア
情報学部

土井　章男

H29Ⅰ18
自転車競技用トレーニングシステムの開発と
地域活性化

地域社会研究
岩手県立紫波総合高校
株式会社テーケィアールマニ
ュファクチャリングジャパン

ソフトウェア
情報学部

佐藤　永欣

H29Ⅰ19
中心市街地の活性化に向けた市民の連携と地
域資源の活用に関する実践研究

地域マネジメント研究 宮古市企画部復興推進課 盛岡短期大学部 内田　信平

H29Ⅰ20

健全な都市環境形成に向けた地方都市からの
実践研究－資源としての空き家等の活用およ
び移動・交流体系の確立を通じた市民・各主
体参画による都市モデル形成と検証－

地域マネジメント研究
盛岡劇場界隈まちづくり推
進会
株式会社悳PCM

総合政策学部 倉原　宗孝

H29Ⅰ21
若者に対する「盛岡もの識り検定」を通じた
地元学の普及と継続

地域社会研究 盛岡商工会議所
ソフトウェア
情報学部

高木　正則

H29Ⅰ22
岩手県の森林・林業の再生に向けたICT活用に
よる森林所有者への災害対策意識強化

震災復興
社会・

生活基盤分野
岩手県森林組合連合会

ソフトウェア
情報学部

南野　謙一

H29Ⅰ23
中山間地域における、外部資源を活用した地域の生
活支援ニーズ・シーズのマッチングシステムの構築

地域社会研究 北股地区振興会 社会福祉学部 庄司　知恵子

H29Ⅰ24 保育施設と自治体を結ぶICTの実証的研究 地域社会研究
岩手県保健福祉部子ども子
育て担当課

社会福祉学部 井上　孝之

研究課題名 研究部門 課題提案者
研究代表者

所属 氏名

H29Ⅱ01 栗駒山火山ハザードマップの普及啓発に関する研究 地域マネジメント研究 岩手県総務部総合防災室 総合政策学部 伊藤　英之

H29Ⅱ02
小中連携したシームレス防災学習プログラム
の開発と実践

地域マネジメント研究
川口中学校区ファミリース
クール

総合政策学部 伊藤　英之

H29Ⅱ03
空家対策の法的対応の検討（市町村条例のバ
ージョンアップ等）

地域マネジメント研究 岩手県県土整備部建築住宅課 研究・地域連携室　 千葉　実

H29Ⅱ04
バーチャルリアリティを活用した九戸城跡の
可視化に関する研究

地域社会研究
二戸市産業振興部商工観光
流通課

ソフトウェア
情報学部

プリマ・オキ・ディッキ
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地域協働研究

事　例

H30-Ⅰ-16「外国人の医療環境整備へ向けた取組に関する研究」

《要　旨》

　北上市における外国人の医療環境整備を目的として、県

立中部病院、北上市国際交流協会および北上市健康増進

課福祉保健係の協力を得て、「外国人向け医療環境整備構

想共有会」を実施した。今後、医療機関、保健所、国際

交流協会が連携し、外国人女性の出産と子どもの受診に対

応することを確認したほか、市が主体となり、医療通訳者

の派遣・配置・養成について、実現可能な仕組みを作り上

げることを確認した。北上市より国際都市推進きたかみ市

民会議意見聴取会において、参加者に対し、医療通訳制度

の必要性や各地の医療通訳システムの在り様について、資

料とともに説明した。

課題提案者：北上市

研究代表者：盛岡短期大学部　石橋敬太郎

研究チーム員：吉原秋・熊本早苗（盛岡短期大学部)、細越久美子（社会福祉学部)、アンガホッファ司寿子（看護学部)、

　　　　　　蛎﨑奈津子（岩手医科大学看護学部）八重樫信治・金田仁（北上市まちづくり部生涯学習文化課）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

Ｈ30-Ⅰ-17「史跡・名勝等のデジタルアーカイブ技術の確立と

自動図面作成」

《要　旨》

　本研究では、盛岡市にある「南昌荘」、「旧南部氏別邸

庭園」に対して、上空からのドローンによる高解像度カメ

ラ撮影と地上からのレーザ計測を行い、座標情報と色情報

を有した点群データを取得する。双方の点群データは

GNSSで計測した複数マーカー群を用いて座標補正する。

次にこれらの点群データから土木・建築で使用される図面

データを作成する。点群データから図面データを生成する

ために、点群データのノイズ除去などのフィルタリング、

図面上への点群データの投影、点群データから角や頂点な

どの特徴点を抽出して、線分への変換を行う。

課題提案者：株式会社TOKU/PCM

研究代表者：ソフトウェア情報学部　土井章男

研究チーム員：榊原健二・細川智徳（株式会社TOKU/PCM)、原田昌大氏（㈱タックエンジニアリング）

　　　　　　高志毅（岩手県立大学）

H30地域協働研究（ステージⅠ）

過去の採択課題一覧

写真　構想共有会の様子

図　旧南部氏別邸の点群データ 図　池の周りの石のワイヤーフレーム重曹表示
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平成31年度　地域協働研究

◆ステージⅠ　【平成31年4月～令和2年3月】

◆ステージⅡ　【研究期間：平成31年4月～令和3年3月】

研究課題名 研究部門 課題提案者
研究代表者

所属 氏名

H31Ⅰ01
外国人の医療環境等整備へ向けた取り組みに
ついて

地域社会研究
北上市まちづくり部生涯学
習文化課

盛岡短期大学部 石橋　敬太郎

H31Ⅰ02
束稲山麓地域の農業や水害に関連した知識や
伝統、文化等に係る調査研究

地域社会研究
束稲山麓地域世界農業遺産
認定推進協議会

高等教育推進
センター

劉　文静

H31Ⅰ03
中学校生徒の学力向上のための各種資源（ツー
ル）と、多様な主体による連携方策に関する研究
－岩手の中学生の学力向上を目指して－

地域社会研究 SoRaStars株式会社
高等教育推進
センター

渡部　芳栄

H31Ⅰ04
ポスト「平成の大合併」時代における自治に
関する調査研究
－岩手県内の合併検証からのアプローチ－

地域マネジメント研究 岩手県政策地域部市町村課 総合政策学部 高橋　秀行

H31Ⅰ05 いわて塩の道　野田街道の歴史と文化の検証 地域社会研究
岩手県盛岡広域振興局経営
企画部

盛岡短期大学部 松本　博明

H31Ⅰ06
公民連携手法による次世代人材育成のための
プラットフォーム創設に関する研究

地域社会研究 紫波町企画課 総合政策学部 新田　義修

H31Ⅰ07
先発産地をキャッチアップするためのマーケ
ティング戦略に関するフィージビリティース
タディー

地域社会研究
岩手県内水面水産技術
センター

総合政策学部 山本　健

H31Ⅰ08
県内中小企業におけるデザイン活用に関する
調査研究

震災復興 産業経済分野
地方独立行政法人岩手県
工業技術センター

総合政策学部 近藤　信一

H31Ⅰ09
一つの空き店舗から始まる小さな町から拓く
新しいまちづくりの実践研究

地域社会研究 見世を始める会 総合政策学部 倉原　宗孝

H31Ⅰ10
内陸災害公営住宅から創造・発信する地域・
くらしづくりの実践研究

震災復興 暮らし分野 もりおか復興支援センター 総合政策学部 倉原　宗孝

H31Ⅰ11
3Dプリンタによる景勝地（ジオポイント）の
3Dモデル化とその活用

震災復興 暮らし分野 NPO法人津波太郎
ソフトウェア
情報学部

土井　章男

H31Ⅰ12
農作物の生産を通した高齢者の居場所づくり
と地域活性化

震災復興
社会・生活
基盤分野

唐丹公民館 総合政策学部 吉野　英岐

H31Ⅰ13
IGRいわて銀河鉄道を活用した持続可能な開発
目標（SDGｓ）教育プログラムの開発

地域社会研究
NPO法人環境パートナー
シップいわて

総合政策学部 山田　佳奈

H31Ⅰ14
安比高原シバ草原の持続可能な草原管理方策
検討調査

地域社会研究 安比高原ふるさと倶楽部 総合政策学部 渋谷　晃太郎

H31Ⅰ15
北上市における人口減少社会・働き方改革に即
した経営環境下での中小零細企業の経営基盤強
化に関する政策的支援についての調査研究

地域マネジメント研究 株式会社北上オフィスプラザ 総合政策学部 近藤　信一

H31Ⅰ16 原敬の音声再現（原敬100回忌記念事業の一環） 地域社会研究
原敬100回忌記念事業実行
委員会

ソフトウェア
情報学部

榑松　理樹

H31Ⅰ17
AI・Iot等を活用した今後の県北地域の縫製業
企業の方向性についての調査研究

地域マネジメント研究
一般社団法人北いわてアパ
レル産業振興会
岩手県県北広域振興局

総合政策学部 近藤　信一

H31Ⅰ18
市道末広町線の整備にかかる3Dデジタルモデ
ルの作成

震災復興
社会・生活
基盤分野

宮古市都市整備部
ソフトウェア
情報学部

土井　章男

H31Ⅰ19
入門者向け自転車操作体験システムの開発に
よる町の活性化

地域社会研究
株式会社テーケィアールマニ
ュファクチャリングジャパン
紫波町産業部商工観光課

ソフトウェア
情報学部

佐藤　永欣

H31Ⅰ20
学生力を生かした6次産業化と地域活性化の展
開手法の研究

地域社会研究 釜石市産業振興部農林課 総合政策学部 吉野　英岐

研究課題名 研究部門 課題提案者
研究代表者

所属 氏名

H31Ⅱ01
岩手県における重層的見守りシステムの検討
と構築

地域社会研究 岩手県保健福祉部地域福祉課 社会福祉学部 小川　晃子

H31Ⅱ02
盛岡市内企業における女性活躍推進に効果的
な手法の開発と検証

地域マネジメント研究
盛岡市市民部市民協働推進課
男女共同参画推進室

社会福祉学部 吉田　仁美

H31Ⅱ03
北いわてにおける生活支援型コミュニティづくり
－中山間地域の持続可能な生活を実現する新
たな社会技術の確立

地域社会研究 岩手県政策地域部地域振興室 社会福祉学部 小川　晃子

H31Ⅱ04
若者への自殺予防を見据えたSNS相談の地域
版ゲートづくり
－自殺予防を見据えた取組み－

地域社会研究 盛岡市保健所保健予防課
ソフトウェア
情報学部

富澤　浩樹
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平成30年度　地域協働研究

◆ステージⅠ　【平成30年4月～平成31年3月】

◆ステージⅡ　【研究期間：平成30年4月～令和2年3月】

研究課題名 研究部門 課題提案者
研究代表者

所属 氏名

H30Ⅰ01
岩手県内水面漁業に関するバリューチェーン
形成に向けた予備的考察

地域社会研究 岩手県内水面水産技術センター 総合政策学部 新田　義修

H30Ⅰ02
岩手県の中高生の学力やキャリア形成に関す
る調査研究
―沿岸部と内陸部の格差を生んでいるものは何か―

地域社会研究 SoRaStars株式会社
高等教育推進
センター

渡部　芳栄

H30Ⅰ03
女性活躍推進が地域活性化に与える影響に
ついて

地域マネジメント研究
盛岡市市民部市民協働推進課
男女共同参画推進室

社会福祉学部 吉田　仁美

H30Ⅰ04
ILC実現に伴う外国人研究者等が快適に安心し
て生活できるためのワンストップサービスに
関する研究

地域マネジメント研究
岩手県政策地域部科学ILC
推進室

社会福祉学部 佐藤　哲郎

H30Ⅰ05
岩手県の中山間地域における農業を核とした
地域活性化の取組と今後の展開
～釜石市橋野地区等を事例として～

地域マネジメント研究 岩手県農林水産部農村計画課 総合政策学部 吉野　英岐

H30Ⅰ06
市民主体の地域づくり活動計画の評価手法お
よび評価シートの開発

地域マネジメント研究
滝沢市市民環境部地域づく
り推進課

総合政策学部 吉野　英岐

H30Ⅰ07
北上市における人口減少社会・働き方改革に
即した経営環境下での中小零細企業の労働力
確保の手法に関する研究

地域マネジメント研究 株式会社北上オフィスプラザ 総合政策学部 近藤　信一

H30Ⅰ08
無形民俗文化財保存を目的とした「北限の海
女の素潜り技術」の3D可視化

地域マネジメント研究 久慈市産業経済部観光交流課
ソフトウェア
情報学部

伊藤　久祥

H30Ⅰ09
人と地域を育む環境市民活動の新たな展開を探る
～まちづくりの観点から持続可能の実現を図る～

地域社会研究
奥州市環境市民会議奥州め
ぐみネット

総合政策学部 倉原　宗孝

H30Ⅰ11
高齢世代のPHRに向けた健康データ利活用シ
ステムのあり方に関する研究

地域社会研究 株式会社ぴーぷる 看護学部 鈴木　睦

H30Ⅰ12
若年層の悩みに関する意識調査
―自殺予防を見据えた取組み―

地域社会研究 盛岡市保健所保健予防課 社会福祉学部 川乗　賀也

H30Ⅰ13
一関における発達障がい児に対する支援システ
ムの課題と社会資源の連携に関する調査研究２

地域社会研究 NPO法人子育て支援いっすね 社会福祉学部 佐藤　匡仁

H30Ⅰ14
そしゃく（噛む力）センサーの開発と自転車
競技指導への応用

地域社会研究
株式会社テーケィアールマニ
ュファクチャリングジャパン
岩手県立紫波総合高校

ソフトウェア
情報学部

佐藤　永欣

H30Ⅰ15
市町村における行政活動の適法性の確認を通
じた運用法務の定着

地域マネジメント研究
岩手県政策地域部市町村課
軽米町総務課

研究・地域
連携室

千葉　実

H30Ⅰ16
外国人女性の出産と子どもの受診に関する医
療環境整備へ向けた取り組みに関する研究

地域社会研究
北上市まちづくり部生涯学
習文化課

盛岡短期大学部 石橋　敬太郎

H30Ⅰ17
文化財保護のための図化手法確立と自動図面
作成

地域社会研究 株式会社悳PCM
ソフトウェア
情報学部

土井　章男

H30Ⅰ18
八幡平市による人口減少社会の中での地域にあ
った子ども子育て支援事業計画に関する研究

地域社会研究 八幡平市地域福祉課 社会福祉学部 佐藤　匡仁

研究課題名 研究部門 課題提案者
研究代表者

所属 氏名

H30Ⅱ01
木賊川遊水地における希少生物緊急保全対策
と河川環境再生の実施

地域社会研究 滝沢市市民環境部環境課 総合政策学部 辻　盛生

H30Ⅱ02
中心市街地活性化に向けた持続可能な市民連
携活動に関する実践研究

地域マネジメント研究 宮古市企画部復興推進課 盛岡短期大学部 内田　信平

H30Ⅱ03 地域包括ケアシステムの評価に関する研究 地域マネジメント研究 岩手県保健福祉部長寿社会課 社会福祉学部 齋藤　昭彦

H30Ⅱ04
重茂半島の海と陸を経由するエコツアー・
コースの実装

震災復興 産業経済分野 野崎産業 総合政策学部 渋谷　晃太郎

H30Ⅱ05
中山間地域における、コミュニティ内部・外
部の資源を活用した地域の生活支援ニーズ・
シーズのマッチングシステムの構築

地域社会研究 北股地区振興会 社会福祉学部 菅野　道生

H30Ⅱ06
若者の社会動態の分析と関係人口を機軸とし
た移住・定住施策の推進について

地域社会研究 盛岡市市長公室都市戦略室
研究・地域連携
本部

植田　眞弘

H30Ⅱ07
東日本大震災津波により被災した水産加工流
通業等のバリューチェーン確立に関する普及
条件の解明

震災復興 産業経済分野
宮古市産業振興部産業振興
センター

総合政策学部 新田　義修
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平成23年度
震災復興研究 中間報告集

平成23～24年度
震災復興研究 研究成果報告集

平成24年度
地域協働研究 研究成果報告集1
平成24年度 教員提案型
 地域提案型・前期

平成24～25年度
地域協働研究 研究成果報告集2
平成24年度 地域提案型・後期
平成25年度 教員提案型・前期
 地域提案型・前期

平成25～26年度
地域協働研究 研究成果報告集3
平成25年度 教員提案型・後期
 地域提案型・後期
平成26年度 教員提案型・前期
 地域提案型・前期

平成26～27年度
地域協働研究 研究成果報告集4
平成26年度 教員提案型・後期
 地域提案型・後期
平成27年度 教員提案型・前期
 地域提案型・前期

平成27～28年度
地域協働研究 研究成果報告集5
平成27年度 教員提案型・後期
 地域提案型・後期
平成28年度 教員提案型・前期
 地域提案型・前期

平成26年6月～28年3月
東日本大震災津波からの
復興加速化プロジェクト研究
研究成果報告集1

平成28～29年度
地域協働研究 研究成果報告集6
平成28年度 教員提案型・後期
 地域提案型・後期
平成29年度 ステージⅠ
 ステージⅡ

平成28年6月～30年3月
東日本大震災津波からの
復興加速化プロジェクト研究
研究成果報告集3

平成29～30年度
地域協働研究 研究成果報告集7
平成29年度 ステージⅡ
平成30年度 ステージⅠ

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災津波によって、岩手県は沿岸地域の被災地を中心に、多くの尊

い人命が失われ、地域社会・地域経済は甚大な被害を受けました。

　被災地の県立大学である本学にとって、研究を通じて復興を促進させることは、「県民のシンクタンク」として

の機能を発揮する上で重要な使命です。

　そこで平成26年度より研究成果を地域社会に還元させることで復興に寄与することを目的とした「東日本大

震災津波からの復興加速化プロジェクト研究」を実施しました。

研究代表者
研究課題名プロジェクト名

小川プロジェクト

新田プロジェクト

所　　属 氏　　名

小川　晃子

総合政策学部

社会福祉学部

新田　義修

◆研究期間：H26年6月～H28年3月

釜石地区におけるICTを活用した孤立防止と生活支援型

コミュニティづくり

－岩手県全域での展開を目指して－

岩手県沿岸地域における水産加工流通業の競争力強化

と雇用の拡大

研究代表者
研究課題名プロジェクト名

土井プロジェクト

所　　属 氏　　名

土井　章男ソフトウェア情報学部

◆研究期間：H27年6月～H29年3月

さんりく沿岸における復興計画の３Dモデル化と人材

育成

研究代表者
研究課題名プロジェクト名

小川プロジェクト

新田プロジェクト

所　　属 氏　　名

小川　晃子

※研究内容については本学のホームページをご覧ください。

（http://www.iwate-pu.ac.jp/contribution/chiseiken.html）

総合政策学部

社会福祉学部

新田　義修

◆研究期間：H28年6月～H30年3月

ＩＣＴを活用した孤立防止と生活支援型コミュニティづくり

－釜石モデルをもとに岩手県全域での普及を目指して－

岩手県沿岸地域における水産加工流通業等のバリュー

チェーン強化による復興促進効果の解明
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